
日
Ｅ
Ｕ
経
済
連
携
協
定
に
お
け
る
相
互
承
認
原
則
の
比
較
法
的
考
察
（
庄
司
）

一
八
九

日
Ｅ
Ｕ
経
済
連
携
協
定
に
お
け
る
相
互
承
認
原
則
の
比
較
法
的
考
察

庄　
　

司　
　

克　
　

宏

は
じ
め
に

日
本
は
Ｅ
Ｕ
韓
国
自
由
貿
易
協
定
（the E

U
-K

orea F
ree T

rade A
greem

ent 

（F
T

A

）、
二
〇
〇
九
年
一
〇
月
一
五
日
仮
署
名
、
二
〇
一
一
年

七
月
一
日
暫
定
発
効
）
に
よ
り
予
想
さ
れ
る
対
Ｅ
Ｕ
貿
易
関
税
面
の
不
利
な
影
響
に
衝
撃
を
受
け
、
欧
州
連
合
（
Ｅ
Ｕ
）
と
の
「
経
済
連
携

協
定
」（E

conom
ic P

artnership A
greem

ent: E
P

A

）
交
渉
を
開
始
す
る
カ
ー
ド
と
し
て
非
関
税
障
壁
の
削
減
を
提
示
す
る
こ
と
に
よ
り
、

Ｅ
Ｕ
側
の
関
税
撤
廃
を
目
論
ん
だ
。
Ｅ
Ｐ
Ａ
と
は
、
二
以
上
の
国
ま
た
は
地
域
と
の
間
で
自
由
貿
易
協
定
（
Ｆ
Ｔ
Ａ
）
の
要
素
（
物
品
お
よ

び
サ
ー
ビ
ス
貿
易
の
自
由
化
）
に
加
え
、
人
の
移
動
や
投
資
、
政
府
調
達
、
二
国
間
協
力
等
の
貿
易
以
外
の
分
野
を
含
め
て
締
結
さ
れ
る
包

括
的
な
協
定
を
い
う
（
１
）

。
こ
れ
に
対
し
て
Ｅ
Ｕ
は
、
非
関
税
障
壁
の
削
減
が
日
本
に
お
け
る
市
場
ア
ク
セ
ス
を
改
善
す
る
も
の
と
み
な
し
、

一
定
項
目
で
の
関
税
水
準
の
引
き
下
げ
の
可
能
性
を
示
唆
し
た
。
こ
の
よ
う
に
し
て
日
Ｅ
Ｕ
は
非
対
称
的
な
ゲ
ー
ム
を
行
っ
て
い
る
が
、



一
九
〇

非
関
税
障
壁
の
撤
廃
が
交
渉
の
重
要
項
目
と
な
っ
て
い
る
（
２
）

。

本
稿
は
、
以
上
の
よ
う
な
状
況
を
踏
ま
え
、
複
数
国
間
で
非
関
税
障
壁
を
撤
廃
す
る
有
力
な
手
段
の
一
つ
と
さ
れ
て
い
る
相
互
承
認
原

則
に
焦
点
を
当
て
、
そ
の
事
例
と
し
て
Ｅ
Ｕ
域
内
市
場
と
ト
ラ
ン
ス
・
タ
ス
マ
ン
相
互
承
認
取
り
決
め
の
二
つ
を
比
較
法
的
に
考
察
す
る

こ
と
で
あ
る
（
３
）

。
な
お
、
議
論
を
簡
潔
な
も
の
と
す
る
た
め
、
本
稿
で
は
考
察
の
対
象
を
物
品
貿
易
に
限
定
す
る
（
た
だ
し
、
そ
の
結
果
得
ら

れ
た
考
察
は
サ
ー
ビ
ス
貿
易
等
に
も
原
則
と
し
て
適
用
可
能
で
あ
る
）。
ま
た
、
相
互
承
認
の
考
察
対
象
と
し
て
実
体
的
ル
ー
ル
（substantive 

rules

）
を
扱
う
「
実
体
的
相
互
承
認
」
に
限
定
す
る
。
適
合
性
評
価
と
い
っ
た
手
続
的
な
側
面
に
限
ら
れ
る
日
Ｅ
Ｕ
相
互
承
認
協
定
等
（
４
）

の

「
手
続
的
相
互
承
認
」
は
、
そ
れ
だ
け
で
は
非
関
税
障
壁
の
撤
廃
の
た
め
に
十
分
で
は
な
い
た
め
検
討
の
対
象
と
は
し
な
い
（
た
だ
し
、
実

体
的
相
互
承
認
は
手
続
的
相
互
承
認
を
伴
う
の
が
通
常
で
あ
る
）。

Ｅ
Ｕ
域
内
市
場
に
お
け
る
相
互
承
認
原
則

「
相
互
承
認
原
則
」（m

utual recognition （
５
）

）
と
は
、
輸
入
国
に
お
け
る
ホ
ス
ト
・
ス
テ
ー
ト
・
コ
ン
ト
ロ
ー
ル
（host state control

）
お

よ
び
差
別
禁
止
（
内
国
民
待
遇
）
を
基
本
原
則
と
す
る
場
合
に
発
生
す
る
ル
ー
ル
の
「
二
重
の
負
担
」（
図
1
参
照
）
を
回
避
す
る
た
め
、

「
一
加
盟
国
に
お
い
て
適
法
に
生
産
さ
れ
、
取
り
引
き
さ
れ
て
い
る
限
り
、
当
該
産
品
が
他
の
加
盟
国
に
お
い
て
も
輸
入
を
認
め
ら
れ
る

べ
き
で
あ
る
」
こ
と
を
い
う
（
後
述
）。

し
か
し
、
原
産
地
国
の
ル
ー
ル
が
常
に
そ
の
ま
ま
輸
入
国
で
通
用
す
る
と
い
う
わ
け
で
は
な
い
。
む
し
ろ
相
互
承
認
原
則
は
、
自
由
貿

易
と
公
益
上
正
当
な
目
的
と
の
間
で
バ
ラ
ン
ス
を
と
る
た
め
、
適
用
範
囲
を
限
定
す
る
こ
と
（
た
と
え
ば
物
の
貿
易
に
限
定
し
、
サ
ー
ビ
ス
貿

易
に
は
適
用
し
な
い
と
す
る
こ
と
）、
ル
ー
ル
間
で
一
定
の
調
和
を
導
入
す
る
こ
と
、
既
存
の
国
際
調
和
ル
ー
ル
を
適
用
す
る
こ
と
、
明
文
で



日
Ｅ
Ｕ
経
済
連
携
協
定
に
お
け
る
相
互
承
認
原
則
の
比
較
法
的
考
察
（
庄
司
）

一
九
一

適
用
除
外
を
設
け
る
こ
と
、
ル
ー
ル
間
に
機
能
的
同
等
性
が
あ
る
こ
と

を
条
件
と
す
る
こ
と
、
経
過
期
間
を
設
定
す
る
こ
と
な
ど
、
様
々
な
条

件
と
と
も
に
実
施
さ
れ
る
の
が
通
常
で
あ
る
（
６
）

。
こ
の
よ
う
に
、
相
互
承

認
原
則
は
様
々
な
仕
方
で
「
管
理
（
７
）

」
さ
れ
て
い
る
（
８
）

。

Ｅ
Ｕ
で
は
市
場
統
合
の
プ
ロ
セ
ス
に
お
い
て
、
Ｅ
Ｕ
法
の
直
接
効
果

と
国
内
法
に
対
す
る
優
越
性
を
中
核
と
す
る
超
国
家
的
法
秩
序
が
確
立

さ
れ
て
い
る
。
Ｅ
Ｕ
司
法
裁
判
所
は
、
次
の
と
お
り
、
主
権
の
（
部
分

的
な
）
制
限
ま
た
は
委
譲
に
言
及
し
て
い
る
。

「
固
有
の
諸
機
関
、
固
有
の
［
法
］
人
格
、
固
有
の
法
的
能
力
及
び

国
際
的
次
元
に
お
け
る
代
表
能
力
、
並
び
に
一
層
顕
著
な
点
と
し
て
主

権
の
制
限
す
な
わ
ち
諸
国
家
か
ら
共
同
体
へ
の
権
限
の
委
譲
に
由
来
す

る
実
在
の
権
限
を
有
し
、
期
間
に
定
め
の
な
い
共
同
体
を
創
設
す
る
こ

と
に
よ
り
、
加
盟
国
は
限
ら
れ
た
分
野
に
お
い
て
で
は
あ
る
が
自
己
の

主
権
的
権
利
を
制
限
し
た
の
で
あ
り
、
そ
の
よ
う
に
し
て
国
民
及
び
加

盟
国
自
体
を
拘
束
す
る
法
体
系
を
創
設
し
た
の
で
あ
る
（
９
）

。」（
筆
者
注
：

共
同
体
は
現
在
の
Ｅ
Ｕ
に
当
た
る
。）

こ
の
よ
う
な
超
国
家
的
法
秩
序
の
下
で
Ｅ
Ｕ
は
、「
物
、
人
、
サ
ー

ルールの調和なし

産品Ｘへの二重の負担

国家Ａ

ルール⒜

産品Ｘ

国家Ｂ

ルール⒝

産品Ｙ

図 １　差別禁止原則の下における二重の負担

（出所：Katuhiro Shoji, “The EU Models of Mutual Recognition and Transnational 
Market Governance: A Legal Analysis” in Sung-Hoon Park and Heungchong Kim 

（eds.）, Regional Integration in Europe and Asia: Legal, Economic, and 
Political Perspectives, Nomos Verlagsgesellschaft, Baden-Baden, 2009, pp.151-
172 at 153.）



一
九
二

ビ
ス
及
び
資
本
の
自
由
移
動
が
…
確
保
さ
れ
る
内
部
に
国
境
の
な
い
領
域
を
構
成
す
る
」
域
内
市
場
を
有
し
て
い
る
（
Ｅ
Ｕ
機
能
条
約
第

二
六
条
二
項
）。
Ｅ
Ｕ
司
法
裁
判
所
の
判
例
法
に
よ
り
Ｅ
Ｕ
法
の
国
内
法
に
対
す
る
優
越
性
が
確
立
さ
れ
て
い
る
こ
と
を
背
景
と
し
て
、
加

盟
国
の
意
思
に
か
か
わ
ら
ず
、
域
内
市
場
で
は
「
垂
直
的
」（vertical

）
相
互
承
認
原
則
が
機
能
し
て
い
る
。

物
品
貿
易
の
分
野
で
は
、
非
関
税
障
壁
に
関
す
る
条
約
規
定
が
存
在
す
る
。
そ
れ
に
よ
れ
ば
、
明
文
（
Ｅ
Ｕ
機
能
条
約
第
三
六
条
（
10
）

）
ま
た

は
判
例
法
上
の
「
不
可
避
的
要
請
（
11
）

」
に
基
づ
く
適
用
除
外
事
由
と
比
例
性
原
則
に
よ
り
正
当
化
さ
れ
な
い
限
り
（
12
）

、「
輸
入
に
対
す
る
数
量

制
限
及
び
同
等
の
効
果
を
有
す
る
す
べ
て
の
措
置
は
、
加
盟
国
間
で
禁
止
さ
れ
る
」（
Ｅ
Ｕ
機
能
条
約
第
三
四
条
）。
同
規
定
は
、
国
内
裁
判

所
が
保
護
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
個
人
の
権
利
を
創
設
す
る
直
接
効
果
を
有
し
（
13
）

、
そ
れ
に
抵
触
す
る
国
内
法
は
適
用
排
除
さ
れ
る
（
14
）

。

「
同
等
の
効
果
を
有
す
る
措
置
」
と
は
い
わ
ゆ
る
非
関
税
障
壁
を
意
味
す
る
が
、
Ｅ
Ｕ
司
法
裁
判
所
は
こ
れ
を
最
大
限
広
く
解
釈
し
、

定
義
し
て
い
る
（
事
件
名
に
ち
な
ん
で
ダ
ッ
ソ
ン
ヴ
ィ
ル
（D

assonville

）
基
準
と
呼
ば
れ
る
）。
す
な
わ
ち
、「
加
盟
国
に
よ
り
制
定
さ
れ
、

［
Ｅ
Ｕ
］
域
内
貿
易
を
直
接
又
は
間
接
的
に
、
現
実
又
は
潜
在
的
に
妨
げ
る
可
能
性
の
あ
る
す
べ
て
の
商
取
引
規
則
は
、
数
量
制
限
と
同

等
の
効
果
を
有
す
る
措
置
と
み
な
さ
れ
う
る
（
15
）

」。
こ
の
よ
う
に
定
義
さ
れ
る
「
同
等
の
効
果
を
有
す
る
措
置
」
の
範
囲
（
16
）

は
、
現
在
で
は
Ｅ

Ｕ
司
法
裁
判
所
に
よ
り
次
の
よ
う
に
説
明
さ
れ
て
い
る
。

「
加
盟
国
が
と
る
措
置
が
そ
の
目
的
又
は
効
果
と
し
て
他
の
加
盟
国
の
産
品
を
不
利
に
扱
う
目
的
又
は
効
果
を
有
す
る
場
合
、
ま
た
、

国
内
立
法
の
調
和
が
存
在
し
な
い
場
合
に
、
た
と
え
す
べ
て
の
産
品
に
同
様
に
適
用
さ
れ
る
と
し
て
も
他
の
加
盟
国
で
適
法
に
製
造
さ
れ

か
つ
取
り
引
き
さ
れ
て
い
る
産
品
に
、
か
か
る
産
品
が
充
足
す
べ
き
要
件
を
定
め
る
規
則
を
適
用
す
る
結
果
と
し
て
物
の
自
由
移
動
に
対

す
る
障
壁
が
生
じ
る
な
ら
ば
、
Ｅ
Ｃ
条
約
第
二
八
条
［
現
Ｅ
Ｕ
機
能
条
約
第
三
四
条
］
の
目
的
に
お
け
る
「
輸
入
に
対
す
る
数
量
制
限
と

同
等
の
効
果
を
有
す
る
措
置
」
と
み
な
さ
れ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
と
い
う
こ
と
に
留
意
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
一
加
盟
国
の
市
場
へ
の



日
Ｅ
Ｕ
経
済
連
携
協
定
に
お
け
る
相
互
承
認
原
則
の
比
較
法
的
考
察
（
庄
司
）

一
九
三

他
の
加
盟
国
の
産
品
の
ア
ク
セ
ス
を
妨
げ
る
他
の
い
か
な
る
措
置
も
ま
た
、
そ
の
概
念
に
含
ま
れ
る
（
17
）

。」

そ
れ
ゆ
え
、「
同
等
の
効
果
を
有
す
る
措
置
」
に
は
三
つ
の
類
型
が
存
在
す
る
（
18
）

。
第
一
に
差
別
的
措
置
（
直
接
的
差
別
）、
第
二
に
産
品

要
件
を
規
制
す
る
非
差
別
適
用
措
置
（
19
）

（indistinctly applicable m
easures

）、
第
三
に
市
場
ア
ク
セ
ス
（
20
）

を
妨
げ
る
措
置
で
あ
る
。
逆
に
言
え

ば
、
こ
れ
ら
は
三
つ
の
原
則
、
す
な
わ
ち
、
第
一
に
差
別
禁
止
、
第
二
に
他
の
加
盟
国
で
適
法
に
製
造
さ
れ
か
つ
取
り
引
き
さ
れ
て
い
る

産
品
の
相
互
承
認
、
第
三
に
Ｅ
Ｕ
産
品
の
国
内
市
場
へ
の
自
由
な
ア
ク
セ
ス
の
確
保
と
い
う
原
則
に
そ
れ
ぞ
れ
対
応
し
て
い
る
（
21
）

。

と
く
に
、
産
品
要
件
を
規
制
す
る
非
差
別
適
用
措
置
（
二
重
の
負
担
を
生
じ
る
）
に
関
す
る
、
他
の
加
盟
国
で
適
法
に
製
造
さ
れ
か
つ
取

り
引
き
さ
れ
て
い
る
産
品
の
相
互
承
認
と
い
う
原
則
は
、
カ
シ
ス
・
ド
・
デ
ィ
ジ
ョ
ン
判
決
に
お
い
て
確
立
さ
れ
た
も
の
で
あ
り
（
22
）

、「
一

加
盟
国
に
お
い
て
適
法
に
生
産
さ
れ
、
取
り
引
き
さ
れ
て
い
る
限
り
、
当
該
産
品
が
他
の
加
盟
国
に
お
い
て
も
輸
入
を
認
め
ら
れ
る
べ
き

で
あ
る
」
こ
と
を
い
う
（
23
）

。
そ
れ
は
、
Ｅ
Ｕ
レ
ベ
ル
で
の
各
国
法
の
調
和
が
当
該
分
野
に
お
い
て
存
在
し
な
い
場
合
、
原
産
地
国
規
制
を
原

則
と
す
る
こ
と
、
ま
た
、
そ
の
一
方
で
、
各
加
盟
国
の
事
情
に
応
じ
て
例
外
的
に
明
文
の
適
用
除
外
ま
た
は
「
不
可
避
的
要
請
」
に
基
づ

き
正
当
化
さ
れ
、
か
つ
、
比
例
性
原
則
を
充
た
す
な
ら
ば
、
輸
入
国
規
制
を
認
め
る
こ
と
を
意
味
す
る
（
24
）

。

そ
の
た
め
、
Ｅ
Ｕ
司
法
裁
判
所
に
よ
り
確
立
さ
れ
た
相
互
承
認
原
則
は
純
粋
の
原
産
地
国
規
制
を
意
味
す
る
も
の
で
は
な
く
、
例
外
と

し
て
の
輸
入
国
規
制
を
伴
っ
て
い
る
。
し
か
し
、
原
産
地
国
と
輸
入
国
の
間
で
当
該
措
置
の
規
制
目
的
が
同
等
で
あ
る
こ
と
が
検
証
さ
れ

る
な
ら
ば
「
二
重
の
負
担
」
と
な
り
、
輸
入
国
規
制
を
援
用
す
る
こ
と
は
で
き
な
い
（
25
）

。
こ
の
よ
う
に
同
等
性
の
検
証
を
伴
う
タ
イ
プ
の
相

互
承
認
は
「
司
法
的
相
互
承
認
（
26
）

」
と
呼
ば
れ
る
（
図
2
参
照
）。

そ
れ
に
加
え
、
Ｅ
Ｕ
に
は
「
立
法
的
相
互
承
認
（
27
）

」
あ
る
い
は
「
規
制
的
相
互
承
認
（
28
）

」
と
呼
ば
れ
る
タ
イ
プ
も
存
在
す
る
。
こ
れ
は
、
国

内
規
制
の
安
全
お
よ
び
健
康
面
に
限
定
す
る
「
本
質
的
調
和
」
な
ら
び
に
「
本
質
的
」
で
な
い
部
分
の
相
互
承
認
の
組
み
合
わ
せ
に
よ
る



一
九
四

調和立法なし

同等性テスト

相互承認

加盟国Ａ

ルール⒜

産品Ｘ

加盟国Ｂ

ルール⒝

産品Ｙ

図 2　ＥＵにおける司法的相互承認

（出所：Katuhiro Shoji, “The EU Models of Mutual Recognition and Transnational 
Market Governance: A Legal Analysis”, op. cit., p.158.）

ＥＵ指令

本質的調和

相互承認
（非本質的部分）

加盟国Ａ

ルール⒜

産品Ｘ

加盟国Ｂ

ルール⒝

産品Ｙ

（筆者作成）

図 3　ＥＵにおける立法的相互承認



日
Ｅ
Ｕ
経
済
連
携
協
定
に
お
け
る
相
互
承
認
原
則
の
比
較
法
的
考
察
（
庄
司
）

一
九
五

「
新
ア
プ
ロ
ー
チ
」（the “N

ew
 A

pproach ” （29
）

）
に
基
づ
く
Ｅ
Ｕ
指
令
に
お
い
て
用
い
ら
れ
て
い
る
（
30
）

（
図
3
参
照
）。
Ｅ
Ｕ
指
令
は
理
事
会
が
（
税

制
、
人
の
自
由
移
動
お
よ
び
労
働
者
の
保
護
を
除
き
）
特
定
多
数
決
で
決
定
を
行
い
、
か
つ
、
欧
州
議
会
と
の
共
同
決
定
に
よ
る
「
通
常
立
法

手
続
」
で
採
択
さ
れ
る
（
31
）

。

ト
ラ
ン
ス
・
タ
ス
マ
ン
相
互
承
認
取
り
決
め

⑴　

背　

景

Ｅ
Ｕ
の
前
身
で
あ
る
欧
州
経
済
共
同
体
（
Ｅ
Ｅ
Ｃ
）
が
域
内
市
場
完
成
白
書
お
よ
び
そ
の
目
標
を
達
成
す
る
た
め
の
基
本
条
約
改
正
と

し
て
の
単
一
欧
州
議
定
書
に
よ
り
、
物
・
人
・
サ
ー
ビ
ス
・
資
本
の
自
由
移
動
か
ら
成
る
域
内
市
場
を
一
九
九
二
年
末
ま
で
に
実
現
す
る

べ
く
着
々
と
準
備
を
し
て
い
た
と
き
、
当
時
（
一
九
八
三
年
─
九
一
年
）
オ
ー
ス
ト
ラ
リ
ア
首
相
の
地
位
に
あ
っ
た
ホ
ー
ク
（R

obert Jam
es 

L
ee 

（B
ob

） H
aw

ke

）
は
、
欧
州
の
域
内
市
場
が
一
九
九
二
年
に
実
現
さ
れ
る
と
「
オ
ー
ス
ト
ラ
リ
ア
の
州
の
間
よ
り
も
欧
州
経
済
共
同
体

の
加
盟
国
の
間
の
方
が
貿
易
障
壁
は
少
な
く
な
る
だ
ろ
う
（
32
）

」
と
語
っ
た
。

そ
の
背
景
に
は
、
オ
ー
ス
ト
ラ
リ
ア
連
邦
憲
法
（
33
）

の
「
連
邦
内
に
お
け
る
貿
易
の
自
由
」
に
関
す
る
第
九
二
条
（S

ection 92 on ‘T
rade 

w
ithin the C

om
m

onw
ealth to be free ’

）
お
よ
び
同
条
に
関
す
る
判
例
法
が
存
在
し
た
。
第
九
二
条
は
、「
統
一
関
税
の
賦
課
に
つ
き
、
州

の
間
の
貿
易
、
通
商
及
び
取
引
は
、
内
陸
輸
送
に
よ
る
か
海
洋
航
行
に
よ
る
か
を
問
わ
ず
、
絶
対
的
に
自
由
で
あ
る
（
34
）

」
と
定
め
て
い
る

が
、
オ
ー
ス
ト
ラ
リ
ア
連
邦
最
高
裁
判
所
（the H

igh C
ourt of A

ustralia
）
は
、C

ole v. W
h

itfi
eld

事
件
判
決
（
35
）

に
お
い
て
次
の
よ
う
に

解
釈
し
て
い
る
。

「
租
税
的
措
置
及
び
非
租
税
的
措
置
の
双
方
に
関
し
て
、
歴
史
及
び
文
脈
と
も
に
、
第
九
二
条
に
基
づ
き
州
際
通
商
に
対
し
て
保
障
さ



一
九
六

れ
る
自
由
は
、
上
述
の
保
護
主
義
的
な
意
味
に
お
け
る
差
別
的
負
担
か
ら
の
自
由
で
あ
る
と
い
う
ア
プ
ロ
ー
チ
を
支
持
し
て
い
る
（
36
）

。」

そ
の
結
果
、「
オ
ー
ス
ト
ラ
リ
ア
憲
法
が
州
の
間
の
貿
易
障
壁
を
撤
廃
す
る
こ
と
に
よ
り
途
切
れ
る
こ
と
の
な
い
国
内
経
済
を
創
出
す

る
意
図
で
あ
る
の
に
反
し
て
、
規
制
の
相
違
と
い
う
形
の
非
関
税
障
壁
が
八
つ
の
別
々
の
市
場
を
生
じ
さ
せ
た
（
37
）

」
の
で
あ
る
。

こ
の
よ
う
な
状
況
を
克
服
す
る
た
め
、
オ
ー
ス
ト
ラ
リ
ア
は
、
一
九
九
二
年
五
月
一
一
日
、
連
邦
、
州
お
よ
び
準
州
（territories

）
の

間
で
「
相
互
承
認
協
定
」（the M

utual R
ecognition A

greem
ent: M

R
A （

38
）

）
を
結
ぶ
こ
と
に
よ
り
自
国
市
場
に
相
互
承
認
制
度
を
導
入
す
る

こ
と
と
し
た
。
次
い
で
、
そ
の
た
め
の
連
邦
法
が
制
定
さ
れ
（the M

utual R
ecognition A

ct 1992 （
39
）

）、
各
当
事
者
が
そ
れ
を
採
択
す
る
立

法
に
よ
り
相
互
承
認
制
度
を
実
施
し
た
（
40
）

。
Ｍ
Ｒ
Ａ
は
、「
オ
ー
ス
ト
ラ
リ
ア
の
国
内
市
場
に
お
い
て
物
品
及
び
サ
ー
ビ
ス
提
供
者
の
自
由

移
動
を
促
進
す
る
た
め
に
物
品
及
び
職
業
に
関
わ
る
相
互
承
認
原
則
を
実
施
す
る
制
度
を
確
立
す
る
こ
と
」（R

ecital A

）
を
目
的
と
す
る
。

他
方
、
Ｍ
Ｒ
Ａ
が
署
名
さ
れ
る
以
前
に
、
オ
ー
ス
ト
ラ
リ
ア
と
ニ
ュ
ー
ジ
ー
ラ
ン
ド
は
「
経
済
関
係
緊
密
化
貿
易
協
定
（
41
）

」（the C
loser 

E
conom

ic R
elations T

rade A
greem

ent: C
E

R
）
に
よ
り
自
由
貿
易
地
域
（
42
）

を
創
設
し
て
い
た
（
一
九
八
三
年
発
効
）。
Ｃ
Ｅ
Ｒ
の
下
で
両
国
は
、

一
九
九
〇
年
代
半
ば
ま
で
に
関
税
障
壁
を
撤
廃
し
、
多
く
の
非
関
税
障
壁
を
削
減
す
る
こ
と
に
成
功
す
る
と
と
も
に
、
サ
ー
ビ
ス
貿
易
に

関
す
る
Ｃ
Ｅ
Ｒ
議
定
書
（
43
）

に
よ
り
多
く
の
サ
ー
ビ
ス
分
野
で
自
由
貿
易
を
達
成
し
て
い
た
。
し
か
し
、
産
品
基
準
（product standards

）
や

職
業
登
録
（occupational registration

）
の
よ
う
な
規
制
上
の
障
壁
が
残
存
し
て
い
た
（
44
）

。
そ
の
よ
う
な
問
題
に
対
処
す
る
た
め
、
オ
ー
ス

ト
ラ
リ
ア
の
当
事
者
（
連
邦
、
州
お
よ
び
準
州
）
は
、
Ｍ
Ｒ
Ａ
に
署
名
し
た
際
、
ニ
ュ
ー
ジ
ー
ラ
ン
ド
の
参
加
の
可
能
性
に
つ
い
て
検
討
す

る
こ
と
に
合
意
し
た
（
45
）

。

両
国
間
で
交
渉
が
重
ね
ら
れ
た
後
、「
ト
ラ
ン
ス
・
タ
ス
マ
ン
相
互
承
認
取
り
決
め
」（T

rans-T
asm

an M
utual R

ecognition 

A
rrangem

ent: T
T

M
R

A （
46
）

）
が
一
九
九
六
年
に
署
名
さ
れ
た
（
47
）

。
Ｔ
Ｔ
Ｍ
Ｒ
Ａ
は
、
オ
ー
ス
ト
ラ
リ
ア
連
邦
政
府
、
州
政
府
お
よ
び
準
州
政
府



日
Ｅ
Ｕ
経
済
連
携
協
定
に
お
け
る
相
互
承
認
原
則
の
比
較
法
的
考
察
（
庄
司
）

一
九
七

な
ら
び
に
ニ
ュ
ー
ジ
ー
ラ
ン
ド
政
府
の
間
の
「
非
条
約
合
意
」（a non-treaty agreem

ent （
48
）

）
で
あ
っ
た
。
そ
の
た
め
、
一
九
九
八
年
五
月

一
日
に
発
効
す
る
（
49
）

Ｔ
Ｔ
Ｍ
Ｒ
Ａ
を
国
内
実
施
す
る
た
め
（
50
）

、
両
国
は
各
々
「
一
九
九
七
年
ト
ラ
ン
ス
・
タ
ス
マ
ン
相
互
承
認
法
」（the 

T
rans-T

asm
an M

utual R
ecognition A

ct 1997 （
51
）

）
と
い
う
名
称
の
立
法
を
制
定
し
た
。
Ｔ
Ｔ
Ｍ
Ｒ
Ａ
は
Ｃ
Ｅ
Ｒ
の
「
論
理
的
拡
張
」
と
み

な
さ
れ
、
ま
た
、
オ
ー
ス
ト
ラ
リ
ア
の
Ｍ
Ｒ
Ａ
の
「
自
然
な
増
築
」
で
あ
る
と
さ
れ
た
。
Ｔ
Ｔ
Ｍ
Ｒ
Ａ
は
オ
ー
ス
ト
ラ
リ
ア
の
Ｍ
Ｒ
Ａ
と

可
能
な
限
り
整
合
性
を
有
す
る
べ
き
で
あ
る
こ
と
が
意
図
さ
れ
て
い
る
（
52
）

（R
ecitals D

 and F
, T

T
M

R
A

）。

両
国
は
ま
た
、
最
近
、
証
券
公
募
・
売
出
相
互
承
認
協
定
（
53
）

（
二
〇
〇
六
年
二
月
二
二
日
署
名
、
二
〇
〇
八
年
六
月
一
三
日
発
効
）
お
よ
び
ト
ラ

ン
ス
・
タ
ス
マ
ン
裁
判
所
手
続
・
規
制
遵
守
確
保
相
互
承
認
協
定
（
54
）

（
二
〇
〇
八
年
七
月
二
四
日
署
名
）
を
締
結
す
る
こ
と
に
よ
り
、
相
互
承

認
お
よ
び
そ
れ
に
関
連
す
る
協
力
の
範
囲
を
拡
大
し
て
い
る
（
55
）

。

⑵　

構　

成

ト
ラ
ン
ス
・
タ
ス
マ
ン
相
互
承
認
取
り
決
め
（
Ｔ
Ｔ
Ｍ
Ｒ
Ａ
）
は
、
八
つ
の
リ
サ
イ
タ
ル
（R

ecital

）、
一
五
の
部
（P

art

）、
四
つ
の
ス

ケ
ジ
ュ
ー
ル
（S

chedule

）
お
よ
び
五
つ
の
附
属
書
（A

nnex
）
で
構
成
さ
れ
て
い
る
。

リ
サ
イ
タ
ル
は
、
趣
旨
（
第
Ａ
条
）、
目
的
（
第
Ｂ
条
）、
諒
解
事
項
（
第
Ｃ
─
Ｆ
条
）、
原
則
（
第
Ｇ
、
Ｈ
条
）
か
ら
成
る
。

第
Ⅰ
部
は
参
加
当
事
者
、
第
Ⅱ
部
は
用
語
の
解
釈
、
第
Ⅲ
部
は
取
り
決
め
の
国
内
履
行
方
法
を
定
め
て
い
る
。
ま
た
、
第
Ⅳ
部
に
は
物

品
に
関
す
る
ス
キ
ー
ム
の
実
施
規
定
、
第
Ⅴ
部
に
は
職
業
に
関
す
る
ス
キ
ー
ム
の
実
施
規
定
が
置
か
れ
て
い
る
。
第
Ⅵ
部
は
閣
僚
評
議
会

に
よ
る
基
準
ま
た
は
規
則
の
決
定
に
関
す
る
手
続
的
規
定
で
あ
る
。
次
い
で
、
第
Ⅶ
部
は
Ｔ
Ｔ
Ｍ
Ｒ
Ａ
か
ら
の
「
除
外
」、
第
Ⅷ
部
は

「
永
続
的
適
用
免
除
」、
第
Ⅸ
部
は
「
ト
ラ
ン
ス
・
タ
ス
マ
ン
協
力
プ
ロ
グ
ラ
ム
」
と
「
特
別
適
用
除
外
」
を
規
定
し
て
い
る
。
さ
ら
に
、



一
九
八

第
Ⅹ
部
は
Ｔ
Ｔ
Ｍ
Ｒ
Ａ
以
外
の
ト
ラ
ン
ス
・
タ
ス
マ
ン
協
力
と
の
関
係
、
第
Ⅺ
部
は
政
府
首
脳
に
関
す
る
制
度
的
取
り
決
め
、
第
Ⅻ
部
は

Ｔ
Ｔ
Ｍ
Ｒ
Ａ
の
見
直
し
規
定
、
第
XⅢ
部
は
ス
ケ
ジ
ュ
ー
ル
改
正
規
定
、
第
XⅣ
部
は
Ｔ
Ｔ
Ｍ
Ｒ
Ａ
国
内
履
行
立
法
の
改
正
規
定
、
第
XⅤ
部
は

Ｔ
Ｔ
Ｍ
Ｒ
Ａ
か
ら
の
脱
退
規
定
を
定
め
て
い
る
。

次
に
、
第
一
ス
ケ
ジ
ュ
ー
ル
は
各
当
事
者
に
よ
る
Ｔ
Ｔ
Ｍ
Ｒ
Ａ
か
ら
の
「
除
外
」
リ
ス
ト
で
あ
り
、
第
二
ス
ケ
ジ
ュ
ー
ル
は
同
じ
く

「
永
続
的
適
用
除
外
」
リ
ス
ト
、
第
三
ス
ケ
ジ
ュ
ー
ル
は
「
特
別
適
用
除
外
」
リ
ス
ト
で
あ
る
。
以
上
は
す
べ
て
物
品
の
分
野
に
関
す
る

も
の
で
あ
る
が
、
第
四
ス
ケ
ジ
ュ
ー
ル
は
職
業
に
お
け
る
適
用
除
外
リ
ス
ト
（
医
師
の
み
）
で
あ
る
。

最
後
に
五
つ
の
附
属
書
は
「
特
別
適
用
除
外
」
の
対
象
物
に
関
す
る
細
則
（
既
存
規
制
要
件
の
範
囲
、
制
度
的
取
り
決
め
、
特
別
適
用
除
外

に
服
す
る
立
法
）
を
定
め
て
い
る
。
第
一
附
属
書
は
「
療
法
用
品
」、
第
二
附
属
書
は
「
有
害
物
質
」「
工
業
用
化
学
物
質
」
お
よ
び
「
危

険
品
」、
第
三
附
属
書
は
「
電
磁
両
立
性
」
お
よ
び
「
無
線
通
信
基
準
」、
第
四
附
属
書
は
「
路
上
走
行
車
」、
第
五
附
属
書
は
「
ガ
ス
器

具
」
に
つ
い
て
の
細
則
で
あ
る
。

⑶　

Ｔ
Ｔ
Ｍ
Ｒ
Ａ
に
お
け
る
政
策
決
定
お
よ
び
国
内
法
と
の
優
劣
関
係

Ｔ
Ｔ
Ｍ
Ｒ
Ａ
に
関
す
る
政
府
首
脳
（H

eads of G
overnm

ent
）
レ
ベ
ル
の
政
策
決
定
は
、
連
邦
政
府
お
よ
び
各
州
・
準
州
の
首
相
（
56
）

で
構

成
さ
れ
る
オ
ー
ス
ト
ラ
リ
ア
政
府
間
評
議
会
（the C

ouncil of A
ustrian G

overnm
ents

）
に
お
い
て
な
さ
れ
、
ニ
ュ
ー
ジ
ー
ラ
ン
ド
は
Ｔ

Ｔ
Ｍ
Ｒ
Ａ
に
関
わ
る
事
項
に
つ
い
て
対
等
な
資
格
で
そ
れ
に
参
加
し
、
投
票
権
を
有
す
る
（11.1, T

T
M

R
A

）。
政
策
決
定
方
式
は
、
議
題

に
応
じ
て
、
全
会
一
致
ま
た
は
三
分
の
二
以
上
の
多
数
決
で
あ
る
（7.2, 8.2 9.2.2, 9.2.3, T

T
M

R
A

）。

ま
た
、
閣
僚
レ
ベ
ル
で
も
ニ
ュ
ー
ジ
ー
ラ
ン
ド
は
、
オ
ー
ス
ト
ラ
リ
ア
の
連
邦
政
府
お
よ
び
各
州
・
準
州
の
閣
僚
か
ら
成
る
閣
僚
評
議



日
Ｅ
Ｕ
経
済
連
携
協
定
に
お
け
る
相
互
承
認
原
則
の
比
較
法
的
考
察
（
庄
司
）

一
九
九

会
（a M

inisterial C
ouncil

）
が
Ｔ
Ｔ
Ｍ
Ｒ
Ａ
に
関
わ
る
事
項
を
扱
う
場
合
、
対
等
な
参
加
資
格
お
よ
び
投
票
権
を
有
す
る
（6.1, 

T
T

M
R

A
）。
閣
僚
評
議
会
は
三
分
の
二
以
上
の
多
数
決
で
決
定
を
行
う
（6.3, T

T
M

R
A

）。

ニ
ュ
ー
ジ
ー
ラ
ン
ド
か
ら
見
る
と
、
オ
ー
ス
ト
ラ
リ
ア
政
府
間
評
議
会
お
よ
び
閣
僚
評
議
会
が
三
分
の
二
の
多
数
決
で
決
定
を
行
う
場

合
、
ニ
ュ
ー
ジ
ー
ラ
ン
ド
は
多
数
決
で
敗
れ
る
可
能
性
が
常
に
あ
る
。
し
か
し
、
通
常
は
コ
ン
セ
ン
サ
ス
で
決
定
が
な
さ
れ
る
と
言
わ
れ

て
い
る
（
57
）

。

さ
ら
に
、
Ｔ
Ｔ
Ｍ
Ｒ
Ａ
を
国
内
実
施
す
る
た
め
の
ニ
ュ
ー
ジ
ー
ラ
ン
ド
の
一
九
九
七
年
ト
ラ
ン
ス
・
タ
ス
マ
ン
相
互
承
認
法
（the 

T
rans-T

asm
an M

utual R
ecognition A

ct 1997

）
は
、
そ
の
適
用
に
関
す
る
第
五
条
で
次
の
よ
う
に
規
定
し
て
い
る
。

「
ニ
ュ
ー
ジ
ー
ラ
ン
ド
の
す
べ
て
の
法
は
、
同
法
又
は
本
法
が
明
示
的
に
他
の
規
定
を
置
い
て
い
な
い
限
り
、
本
法
に
服
し
て
解
釈
さ

れ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

物
品
に
関
す
る
ト
ラ
ン
ス
・
タ
ス
マ
ン
相
互
承
認
原
則
、
職
業
に
関
す
る
ト
ラ
ン
ス
・
タ
ス
マ
ン
相
互
承
認
原
則
及
び
本
法
の
規
定
は
、

い
か
な
る
種
類
及
び
い
か
な
る
目
的
の
手
続
に
お
い
て
も
斟
酌
さ
れ
る
こ
と
が
で
き
る
。」

こ
の
よ
う
に
第
五
条
の
規
定
は
、（
国
内
実
施
法
を
通
じ
て
）
Ｔ
Ｔ
Ｍ
Ｒ
Ａ
の
優
越
性
を
定
め
て
い
る
よ
う
に
見
え
る
。
し
か
し
、
同
法

第
六
条
に
は
、
ニ
ュ
ー
ジ
ー
ラ
ン
ド
は
相
互
主
義
（reciprocity
）
に
基
づ
き
国
内
実
施
法
を
廃
止
す
る
こ
と
に
よ
り
（
58
）

Ｔ
Ｔ
Ｍ
Ｒ
Ａ
の
効

果
を
停
止
す
る
こ
と
が
で
き
る
と
い
う
点
で
、
ニ
ュ
ー
ジ
ー
ラ
ン
ド
（
お
よ
び
オ
ー
ス
ト
ラ
リ
ア
）
の
主
権
は
究
極
的
に
保
障
さ
れ
て
い
る

こ
と
が
示
さ
れ
て
い
る
。
な
お
、
オ
ー
ス
ト
ラ
リ
ア
の
一
九
九
七
年
ト
ラ
ン
ス
・
タ
ス
マ
ン
相
互
承
認
法
（the T

rans-T
asm

an M
utual 

R
ecognition A

ct 1997 

（C
w

lth

））
も
、
第
五
条
お
よ
び
第
七
条
に
ニ
ュ
ー
ジ
ー
ラ
ン
ド
法
と
同
様
の
規
定
を
置
い
て
い
る
。



二
〇
〇

⑷　

物
品
の
分
野
に
お
け
る
相
互
承
認

①　

基
本
原
則

物
品
に
関
す
る
基
本
原
則
は
、「
い
ず
れ
の
オ
ー
ス
ト
ラ
リ
ア
の
当
事
者
の
管
轄
に
お
い
て
も
適
法
に
販
売
さ
れ
う
る
物
品
（G

oods （
59
）

）

は
ニ
ュ
ー
ジ
ー
ラ
ン
ド
で
販
売
さ
れ
う
る
、
ま
た
、
ニ
ュ
ー
ジ
ー
ラ
ン
ド
で
適
法
に
販
売
さ
れ
う
る
物
品
は
い
ず
れ
の
オ
ー
ス
ト
ラ
リ
ア

の
当
事
者
の
管
轄
に
お
い
て
も
販
売
さ
れ
う
る
」
と
い
う
こ
と
で
あ
る
（R

ecital G

（1

）, T
T

M
R

A （
60
）

）。
そ
の
結
果
、
物
品
は
そ
れ
が
生
産

さ
れ
る
か
ま
た
は
輸
入
の
た
め
に
通
過
す
る
管
轄
に
お
い
て
適
用
さ
れ
る
基
準
（standards

）
ま
た
は
規
則
（regulations （

61
）

）
に
の
み
適
合

す
る
必
要
が
あ
る
（4.1.1, T

T
M

R
A

）。

相
互
承
認
原
則
は
、
物
品
の
販
売
に
の
み
関
わ
る
た
め
、
物
品
の
使
用
を
規
制
す
る
法
令
（
物
品
が
使
用
で
き
る
ま
た
は
使
用
で
き
な
い
特

定
の
条
件
を
定
め
る
法
令
で
あ
っ
て
、
特
定
に
状
況
に
お
け
る
特
定
の
物
品
の
使
用
禁
止
を
含
む
）
に
は
適
用
さ
れ
な
い
（
図
4
参
照
）。
し
か
し
、

物
品
の
使
用
規
制
が
他
の
管
轄
か
ら
輸
入
さ
れ
る
物
品
の
販
売
を
妨
げ
ま
た
は
制
限
す
る
よ
う
な
形
で
物
品
の
特
徴
を
定
め
て
い
る
事
例

が
報
告
さ
れ
て
い
る
（
62
）

。

②　

適
用
除
外

基
本
原
則
か
ら
の
明
文
の
適
用
除
外
が
五
種
類
存
在
す
る
（
図
5
参
照
）。
た
だ
し
、
Ｔ
Ｔ
Ｍ
Ｒ
Ａ
当
事
者
の
意
図
と
し
て
「
取
り
決
め

か
ら
の
適
用
除
外
（exem

ptions

）
及
び
除
外
（exclusions

）
は
可
能
な
限
り
最
小
限
に
と
ど
め
る
」（12.1.3, T

T
M

R
A

）
と
さ
れ
て
い
る
。

第
一
に
、
以
下
の
事
項
は
「
例
外
」（exceptions （

63
）

）
と
し
て
Ｔ
Ｔ
Ｍ
Ｒ
Ａ
の
範
囲
外
に
あ
る
。
た
だ
し
、
差
別
禁
止
に
服
す
る
（4.1.3, 

T
T

M
R

A

）。
イ
「
物
品
の
販
売
態
様
又
は
販
売
者
が
事
業
を
行
う
態
様
若
し
く
は
行
う
よ
う
要
求
さ
れ
る
態
様
」。
た
と
え
ば
、「
物
品
販



日
Ｅ
Ｕ
経
済
連
携
協
定
に
お
け
る
相
互
承
認
原
則
の
比
較
法
的
考
察
（
庄
司
）

二
〇
一

売
の
契
約
面
」、「
販
売
者
又
は
職
業
に
従
事
し
て
い
る
他
の
者
の

登
録
」、「
事
業
フ
ラ
ン
チ
ャ
イ
ズ
免
許
の
要
件
」、「
物
品
が
販
売

さ
れ
う
る
か
又
は
販
売
さ
れ
え
な
い
相
手
方
」、「
物
品
が
販
売
さ

れ
う
る
か
又
は
販
売
さ
れ
え
な
い
状
況
」
で
あ
る
。

ロ
「
物
品
の
輸
送
、
貯
蔵
又
は
取
り
扱
い
」。
た
だ
し
、
公
衆

衛
生
、
安
全
お
よ
び
環
境
に
関
す
る
事
項
に
限
ら
れ
る
。

ハ
「
物
品
の
検
査
」。
た
だ
し
、「
検
査
が
物
品
の
販
売
の
前
提

条
件
で
は
な
い
」
場
合
で
あ
っ
て
、
公
衆
衛
生
、
安
全
お
よ
び
環

境
に
関
す
る
事
項
に
限
ら
れ
る
。

第
二
に
、「
除
外
」（exclusions

）
と
し
て
、
次
の
分
野
は
Ｔ
Ｔ

Ｍ
Ｒ
Ａ
か
ら
除
か
れ
る
。
す
な
わ
ち
、
イ
税
関
審
査
お
よ
び
関
税
、

ロ
知
的
財
産
権
、
ハ
税
制
、
ニ
「
物
品
の
販
売
に
関
わ
る
要
件
」

に
関
連
す
る
他
の
特
定
の
国
際
的
義
務
、
で
あ
る
。

第
三
に
、「
永
続
的
適
用
除
外
」（perm

anent exem
ptions

）
と

い
う
類
型
が
存
在
す
る
。
そ
れ
は
相
互
承
認
原
則
に
潜
在
的
に
は

含
ま
れ
る
が
、
Ｔ
Ｔ
Ｍ
Ｒ
Ａ
の
各
当
事
者
が
同
原
則
を
適
用
す
べ

き
で
は
な
い
と
決
定
し
た
も
の
で
あ
る
（8.1, T

T
M

R
A

）。
こ
の

ＴＴＭＲＡが言及していない規制（物品の使用など）

例外、除外 永続的適用除外
特別適用除外
暫定適用除外

潜在的範囲
　すべての物品

適用範囲
　物品の販売

図 4　トランス・タスマン相互承認取り決め（ＴＴＭＲＡ）の適用範囲（物品の場合）

（出所：Productivity Commission, Review of Mutual Recognition Schemes, Australian 
Government, January 2009, p.17.）



二
〇
二

リ
ス
ト
へ
の
追
加
に
は
全
会
一
致
が
必
要
と
さ
れ
る
（8.2, T

T
M

R
A

）。

こ
の
類
型
に
含
ま
れ
る
事
項
は
、
た
と
え
ば
ニ
ュ
ー
ジ
ー
ラ
ン
ド
で
は
次

の
と
お
り
で
あ
る
。
検
疫
、
絶
滅
危
惧
種
、
銃
器
類
、
花
火
、
賭
博
機
械
、

猥
褻
物
、
オ
ゾ
ン
層
保
護
、
農
業
・
畜
産
用
化
学
物
質
、
放
射
能
保
護
（
64
）

。

第
四
に
、
Ｔ
Ｔ
Ｍ
Ｒ
Ａ
の
適
用
開
始
日
か
ら
一
二
カ
月
間
の
み
許
容
さ

れ
る
「
特
別
適
用
除
外
」（special exem

ptions

）
も
存
在
す
る
（9.2.1, 

T
T

M
R

A

）。
そ
の
期
限
が
経
過
し
た
後
は
、
相
互
承
認
、
調
和
ま
た
は
永

続
的
適
用
除
外
の
い
ず
れ
か
に
服
す
る
（9.1.2, 9.2.1-9.2.3, T

T
M

R
A

）。

そ
れ
は
規
制
上
の
相
違
を
な
く
す
の
が
困
難
な
分
野
の
た
め
に
設
け
ら
れ

た
「
ト
ラ
ン
ス
・
タ
ス
マ
ン
協
力
プ
ロ
グ
ラ
ム
」（P

artⅨ
, T

T
M

R
A

）
に

含
ま
れ
る
事
項
で
あ
る
が
、
同
プ
ロ
グ
ラ
ム
を
完
了
す
る
た
め
に
一
二
カ

月
間
の
追
加
的
時
間
が
猶
予
さ
れ
る
（9.1.1, 9.1.5, 9.2.1, T

T
M

R
A

）。
特

別
適
用
除
外
の
対
象
は
限
定
列
挙
さ
れ
て
お
り
、
療
法
用
品

（therapeutic G
oods

）、
有
害
物
質
、
工
業
用
化
学
物
質
お
よ
び
危
険
品

（hazardous substances, industrial chem
icals and dangerous G

oods

）、

電
磁
両
立
性
（electrom

agnetic com
patibility

）
お
よ
び
無
線
通
信
基
準

（radiocom
m

unications standards

）、
路
上
走
行
車
（road vehicles

）
お
よ

図 5　物品貿易におけるトランス・タスマン相互承認取り決め（ＴＴＭＲＡ）の適用範囲

（出所：Productivity Commission, op. cit., p.20. 筆者により一部修正。）

例外 除外 永 続 的
適用除外

特　　別
適用除外

暫 定 的
適用除外

物品

ＴＴＭＲＡ



日
Ｅ
Ｕ
経
済
連
携
協
定
に
お
け
る
相
互
承
認
原
則
の
比
較
法
的
考
察
（
庄
司
）

二
〇
三

び
ガ
ス
器
具
（gas appliances

）
で
あ
る
（9.1.3, T

T
M

R
A （

65
）

）。

第
五
に
、
人
の
健
康
お
よ
び
安
全
な
ら
び
に
環
境
保
護
に
基
づ
く
「
暫
定
的
適
用
除
外
」（tem

porary exem
ptions

）
が
最
長
一
二
カ
月

間
に
限
定
し
て
認
め
ら
れ
る
（4.2.1 and 4.2.2, T

T
M

R
A

）。

③　

紛
争
解
決
手
続

第
一
に
、
物
品
の
分
野
に
お
い
て
、
行
政
当
局
の
決
定
に
対
す
る
特
定
の
上
訴
手
続
は
存
在
し
な
い
（
66
）

。
裁
判
所
へ
の
通
常
の
訴
訟
手
続

が
利
用
可
能
で
あ
る
。
物
品
の
販
売
に
関
す
る
法
令
違
反
で
起
訴
さ
れ
た
場
合
、
個
人
は
相
互
承
認
原
則
の
適
用
を
防
禦
と
し
て
主
張
す

る
こ
と
が
で
き
る
（
67
）

。

第
二
に
、
暫
定
的
適
用
除
外
の
場
合
、
そ
の
期
間
が
終
了
す
る
前
に
、
閣
僚
評
議
会
は
当
該
物
品
に
基
準
が
適
用
さ
れ
る
べ
き
か
否
か
、

お
よ
び
、
適
用
さ
れ
る
べ
き
場
合
に
は
そ
の
基
準
を
決
定
す
る
よ
う
努
め
る
。
あ
る
い
は
、
閣
僚
評
議
会
は
当
該
物
品
が
永
続
的
適
用
除

外
の
対
象
と
さ
れ
る
よ
う
政
府
首
脳
（
ニ
ュ
ー
ジ
ー
ラ
ン
ド
が
参
加
す
る
オ
ー
ス
ト
ラ
リ
ア
政
府
間
評
議
会
）
に
勧
告
す
る
こ
と
が
で
き
る

（4.2.2, T
T

M
R

A

）。
閣
僚
評
議
会
は
三
分
の
二
以
上
の
多
数
決
で
決
定
を
行
う
（6.3, T

T
M

R
A

）。

第
三
に
、
Ｔ
Ｔ
Ｍ
Ｒ
Ａ
参
加
当
事
者
（
オ
ー
ス
ト
ラ
リ
ア
連
邦
、
州
・
準
州
お
よ
び
ニ
ュ
ー
ジ
ー
ラ
ン
ド
）
は
、
い
か
な
る
時
点
に
お
い
て
も
、

実
質
的
に
人
の
健
康
お
よ
び
安
全
を
保
護
す
る
目
的
ま
た
は
環
境
汚
染
を
防
止
、
最
小
化
も
し
く
は
規
制
す
る
目
的
で
、
他
の
参
加
当
事

者
の
管
轄
の
下
で
物
品
に
適
用
可
能
な
基
準
の
問
題
を
、
閣
僚
評
議
会
に
付
託
す
る
こ
と
が
で
き
る
。
閣
僚
評
議
会
は
そ
の
付
託
を
受
理

し
て
か
ら
一
二
カ
月
以
内
に
、
当
該
物
品
に
つ
い
て
基
準
が
設
定
さ
れ
る
べ
き
か
否
か
、
お
よ
び
、
設
定
さ
れ
る
べ
き
場
合
に
は
そ
の
基

準
を
決
定
す
る
よ
う
努
め
る
（4.3, T

T
M

R
A

）。
閣
僚
評
議
会
は
三
分
の
二
以
上
の
多
数
決
で
決
定
を
行
う
（6.3, T

T
M

R
A

）。



二
〇
四

上
記
第
二
お
よ
び
第
三
の
場
合
に
関
連
し
て
、
閣
僚
評
議
会
は
Ｔ
Ｔ
Ｍ
Ｒ
Ａ
に
基
づ
き
、
物
品
（
お
よ
び
職
業
）
に
関
す
る
基
準
を
決

定
す
る
こ
と
が
で
き
る
（6.2, T

T
M

R
A

）。
そ
の
際
、
可
能
な
場
合
に
は
常
に
、
国
際
貿
易
で
共
通
に
受
諾
さ
れ
て
い
る
基
準
に
合
わ
せ

る
（6.4, T

T
M

R
A

）。
閣
僚
評
議
会
は
、
特
定
の
基
準
ま
た
は
規
則
（
い
ず
れ
か
の
物
品
の
販
売
が
禁
止
さ
れ
る
べ
き
か
否
か
を
含
む
）
が
あ
る

物
品
に
適
用
さ
れ
る
べ
き
で
あ
る
と
い
う
合
意
が
な
さ
れ
る
場
合
、
参
加
当
事
者
の
政
府
首
脳
（
ニ
ュ
ー
ジ
ー
ラ
ン
ド
が
参
加
す
る
オ
ー
ス
ト

ラ
リ
ア
政
府
間
評
議
会
）
に
対
し
、
当
該
基
準
ま
た
は
規
則
が
合
意
さ
れ
る
よ
う
勧
告
す
べ
き
で
あ
る
と
さ
れ
て
い
る
。
同
勧
告
に
対
し
て

三
カ
月
以
内
に
政
府
首
脳
の
三
分
の
一
以
上
に
よ
る
不
承
認
が
な
い
限
り
、
参
加
当
事
者
は
同
勧
告
を
実
施
す
る
た
め
に
必
要
な
行
動
を

可
及
的
速
や
か
に
と
る
（6.5, T

T
M

R
A

）。

結　

語

Ｅ
Ｕ
域
内
市
場
で
は
、
Ｅ
Ｕ
司
法
裁
判
所
の
判
例
法
に
よ
り
確
立
さ
れ
た
司
法
的
相
互
承
認
お
よ
び
特
定
多
数
決
に
基
づ
く
立
法
的
相

互
承
認
と
も
、
そ
れ
ぞ
れ
超
国
家
的
（supranational
）
で
あ
る
。
そ
の
よ
う
な
意
味
に
お
い
て
、
両
方
の
タ
イ
プ
の
相
互
承
認
は
い
ず

れ
も
「
垂
直
的
」（vertical

）
で
あ
る
。
相
互
承
認
の
「
垂
直
的
」
性
格
は
Ｅ
Ｕ
に
特
有
に
見
ら
れ
る
も
の
で
あ
る
。
も
し
「
垂
直
的
」

相
互
承
認
が
Ｅ
Ｕ
以
外
の
地
域
で
機
能
す
る
と
す
れ
ば
、
少
な
く
と
も
二
つ
の
条
件
を
充
た
す
必
要
が
あ
る
と
考
え
ら
れ
る
。
第
一
に
政

府
間
お
よ
び
国
民
間
の
相
互
信
頼
で
あ
り
、
第
二
に
相
互
承
認
を
管
理
運
営
す
る
た
め
の
ト
ラ
ン
ス
ナ
シ
ョ
ナ
ル
な
司
法
お
よ
び
立
法
制

度
が
機
能
す
る
こ
と
で
あ
る
（
68
）

。「
垂
直
的
」
相
互
承
認
は
非
関
税
障
壁
の
削
減
に
効
果
的
で
あ
る
が
（
69
）

、
司
法
的
あ
る
い
は
立
法
的
を
問
わ

ず
他
の
地
域
（
70
）

に
「
移
植
」
す
る
こ
と
は
ほ
と
ん
ど
不
可
能
ま
た
は
極
め
て
難
し
い
と
言
え
る
。

あ
る
研
究
に
よ
れ
ば
、
Ｅ
Ｕ
域
内
市
場
に
お
け
る
相
互
承
認
制
度
と
ト
ラ
ン
ス
・
タ
ス
マ
ン
相
互
承
認
取
り
決
め
に
つ
い
て
、
次
の
よ



日
Ｅ
Ｕ
経
済
連
携
協
定
に
お
け
る
相
互
承
認
原
則
の
比
較
法
的
考
察
（
庄
司
）

二
〇
五

う
に
結
論
さ
れ
て
い
る
。

「
残
念
な
が
ら
、
Ｅ
Ｕ
は
そ
の
最
も
顕
著
な
法
的
革
新
の
一
つ
で
あ
る
相
互
承
認
原
則
の
不
適
切
な
実
施
者
（a bad enforcer

）
と
な
っ

て
い
る
。
一
九
八
〇
年
代
半
ば
、
Ｅ
Ｕ
は
欧
州
司
法
裁
判
所
の
カ
シ
ス
・
ド
・
デ
ィ
ジ
ョ
ン
判
決
を
完
全
に
利
用
し
、
す
べ
て
の
物
品
が

「
無
条
件
な
」
相
互
承
認
に
含
ま
れ
る
と
宣
言
す
る
歴
史
的
好
機
を
逸
し
、
暫
定
的
ま
た
は
永
続
的
な
例
外
の
「
ネ
ガ
テ
ィ
ヴ
・
リ
ス
ト
」

を
組
み
込
ん
で
し
ま
っ
た
。
…

二
〇
年
後
、
オ
ー
ス
ト
ラ
リ
ア
と
ニ
ュ
ー
ジ
ー
ラ
ン
ド
は
一
九
九
八
年
の
ト
ラ
ン
ス
・
タ
ス
マ
ン
相
互
承
認
取
り
決
め
（
Ｔ
Ｔ
Ｍ
Ｒ
Ａ
）

を
実
施
し
た
際
、
カ
シ
ス
・
ド
・
デ
ィ
ジ
ョ
ン
判
決
の
［
Ｅ
Ｕ
よ
り
］
適
切
な
実
施
者
（a better enforcer

）
と
な
っ
た
。
…
一
定
の
物

品
ま
た
は
規
制
を
相
互
承
認
か
ら
適
用
除
外
す
る
「
ネ
ガ
テ
ィ
ヴ
・
リ
ス
ト
」
は
そ
の
よ
う
な
適
用
除
外
を
可
視
的
に
す
る
と
い
う
多
大

な
追
加
的
利
点
を
有
し
て
お
り
、
そ
れ
ゆ
え
双
方
の
側
に
そ
れ
ら
を
定
期
的
に
審
査
す
る
よ
う
強
い
圧
力
が
働
い
て
い
る
（
71
）

。」

こ
の
よ
う
に
、
遵
守
確
保
（enforcem

ent
）
の
点
で
、
超
国
家
的
な
法
秩
序
の
下
で
の
「
垂
直
的
」
相
互
承
認
が
、
主
権
の
委
譲
を
伴

わ
な
い
「
水
平
的
」
相
互
承
認
よ
り
必
ず
し
も
優
れ
て
い
る
わ
け
で
は
な
い
こ
と
が
示
さ
れ
て
い
る
。
そ
の
理
由
と
し
て
考
え
ら
れ
る
の

は
、
Ｔ
Ｔ
Ｍ
Ｒ
Ａ
に
お
け
る
「
水
平
的
」
な
相
互
承
認
の
範
囲
が
Ｅ
Ｕ
の
「
垂
直
的
」
相
互
承
認
よ
り
も
ず
っ
と
限
定
的
で
あ
り
、
か
つ
、

適
用
除
外
が
明
文
で
広
い
範
囲
に
認
め
ら
れ
て
い
る
と
い
う
点
で
あ
る
。
ま
た
、
Ｔ
Ｔ
Ｍ
Ｒ
Ａ
に
お
い
て
は
、
そ
の
た
め
の
司
法
制
度
は

と
く
に
設
定
さ
れ
て
い
な
い
（
72
）

。

以
上
の
点
か
ら
、
日
Ｅ
Ｕ
経
済
連
携
協
定
に
お
け
る
非
関
税
障
壁
の
撤
廃
問
題
で
は
、
ト
ラ
ン
ス
・
タ
ス
マ
ン
型
の
ア
プ
ロ
ー
チ
を
採

用
し
、
相
互
承
認
原
則
の
適
用
分
野
を
限
定
的
な
範
囲
か
ら
始
め
、
質
お
よ
び
相
互
信
頼
の
向
上
を
伴
い
つ
つ
漸
進
的
に
拡
張
す
る
と
い

う
方
法
が
望
ま
し
い
と
判
断
さ
れ
る
。



二
〇
六

相
互
承
認
原
則
を
通
じ
て
お
互
い
の
利
益
が
融
合
さ
れ
る
こ
と
に
よ
り
、
日
本
の
消
費
者
と
Ｅ
Ｕ
の
生
産
者
お
よ
び
日
本
の
生
産
者
と

Ｅ
Ｕ
の
消
費
者
の
間
に
ト
ラ
ン
ス
ナ
シ
ョ
ナ
ル
な
連
携
関
係
が
成
立
し
、
一
部
の
利
益
団
体
の
特
殊
利
益
を
反
映
す
る
国
内
規
制
を
排
除

す
る
こ
と
が
で
き
る
か
も
し
れ
な
い
（
73
）

。

（
１
）	

拙
稿
「
日
Ｅ
Ｕ
間
Ｆ
Ｔ
Ａ
と
相
互
承
認
原
則
─
ト
ラ
ン
ス
・
タ
ス
マ
ン
・
モ
デ
ル
の
可
能
性
─
」『
貿
易
と
関
税
』
第
五
八
巻
一
〇
号
、

二
〇
一
〇
年
（
二
六
─
四
五
頁
）
三
〇
頁
。

（
２
）	

二
〇
一
一
年
五
月
二
八
日
ブ
リ
ュ
ッ
セ
ル
（
ベ
ル
ギ
ー
）
で
行
わ
れ
た
第
二
〇
回
Ｅ
Ｕ
日
定
期
首
脳
協
議
の
共
同
プ
レ
ス
声
明
で
は
、
以
下
の

点
が
合
意
さ
れ
て
い
る
。

「
二
〇
一
〇
年
四
月
二
八
日
に
東
京
で
行
わ
れ
た
前
回
の
定
期
首
脳
協
議
は
、
合
同
ハ
イ
レ
ベ
ル
・
グ
ル
ー
プ
に
、
Ｅ
Ｕ
日
関
係
の
あ
ら
ゆ
る
側

面
を
包
括
的
に
強
化
し
、
そ
れ
を
実
行
に
移
す
枠
組
み
を
定
め
る
た
め
の
選
択
肢
を
示
す
こ
と
を
委
ね
た
。

こ
の
作
業
を
踏
ま
え
、
Ｅ
Ｕ
日
首
脳
は
、

・
関
税
、
非
関
税
措
置

4

4

4

4

4

、
サ
ー
ビ
ス
、
投
資
、
知
的
財
産
権
、
競
争
及
び
公
共
調
達
を
含
む
双
方
の
全
て
の
共
有
さ
れ
た
関
心
事
項
を
取
り
扱
う
、

深
く
か
つ
包
括
的
な
自
由
貿
易
協
定
（
Ｆ
Ｔ
Ａ
）
／
経
済
連
携
協
定
（
Ｅ
Ｐ
Ａ
）　

及
び　

…

に
つ
い
て
の
並
行
し
た
交
渉
の
た
め
の
プ
ロ
セ
ス
を
開
始
す
る
こ
と
に
合
意
し
た
。

Ｅ
Ｕ
日
首
脳
は
、
こ
の
た
め
、
双
方
が
、
両
方
の
交
渉
の
範
囲
及
び
野
心
の
レ
ベ
ル
を
定
め
る
た
め
に
議
論
を
開
始
す
る
こ
と
を
決
定
し
た
。
か

か
る
ス
コ
ー
ピ
ン
グ
は
、
可
能
な
限
り
早
期
に
実
施
さ
れ
る
。

こ
れ
に
並
行
し
て
、
欧
州
委
員
会
は
、
成
功
裏
の
ス
コ
ー
ピ
ン
グ
に
基
づ
き
、
こ
れ
ら
の
協
定
の
交
渉
の
た
め
に
必
要
な
権
限
を
求
め
る
。」（
傍

点
筆
者
）

こ
の
よ
う
に
、
非
関
税
障
壁
が
交
渉
の
柱
の
一
つ
と
し
て
取
り
上
げ
ら
れ
、
そ
の
範
囲
の
画
定
（
ス
コ
ー
ピ
ン
グ
）
が
行
わ
れ
て
い
る
。
以
上
に



日
Ｅ
Ｕ
経
済
連
携
協
定
に
お
け
る
相
互
承
認
原
則
の
比
較
法
的
考
察
（
庄
司
）

二
〇
七

つ
き
、「
第
二
〇
回
Ｅ
Ｕ
日
定
期
首
脳
協
議　

ブ
リ
ュ
ッ
セ
ル
、
二
〇
一
一
年
五
月
二
八
日
共
同
プ
レ
ス
声
明
」
全
文
仮
訳
（available at http://

w
w

w
.m

ofa.go.jp/m
ofaj/area/eu/shuno20/press_y.htm

l, accessed N
ovem

ber 7, 2011

）
参
照
。

（
３
）	
本
稿
は
、
前
掲
拙
稿
「
日
Ｅ
Ｕ
間
Ｆ
Ｔ
Ａ
と
相
互
承
認
原
則
─
ト
ラ
ン
ス
・
タ
ス
マ
ン
・
モ
デ
ル
の
可
能
性
─
」
お
よ
び
拙
稿
「「
ト
ラ
ン

ス
・
タ
ス
マ
ン
相
互
承
認
取
り
決
め
」
の
法
的
性
格
」『
法
学
研
究
』（
慶
應
義
塾
大
学
）
第
八
四
巻
一
号
、
二
〇
一
一
年
（
一
二
九
─
一
五
二
頁
）

を
基
に
加
筆
し
発
展
さ
せ
た
も
の
で
あ
る
。
な
お
、
国
際
経
済
法
に
お
け
る
一
般
的
な
先
行
研
究
と
し
て
、
内
記
香
子
「
地
域
貿
易
協
定
に
お
け
る

「
技
術
的
貿
易
障
壁
」
の
取
り
扱
い
─
相
互
承
認
の
制
度
を
中
心
と
し
て
─
」『
経
済
産
業
研
究
所
デ
ィ
ス
カ
ッ
シ
ョ
ン
ペ
ー
パ
ー
』（R

IE
T

I 

D
iscussion P

aper S
eries

）06-J-042

、
二
〇
〇
六
年
（
入
手
先http://w

w
w

.rieti.go.jp/jp/publications/dp/06j042.pdf

、
二
〇
一
一
年

一
一
月
七
日
ア
ク
セ
ス
）
が
あ
る
。

（
４
）	K

atuhiro S
hoji, “T

he E
U

 M
odels of M

utual R
ecognition and T

ransnational M
arket G

overnance: A
 L

egal A
nalysis ” in 

S
ung-H

oon P
ark and H

eungchong K
im

 

（eds.

）, R
egion

al In
tegration

 in
 E

u
rope an

d
 A

sia: L
egal, E

con
om

ic, an
d

 P
olitical 

P
erspectives, N

om
os V

erlagsgesellschaft, B
aden-B

aden, 2009, pp.151-172 at 164-167.

（
５
）	M

iguel P
. M

aduro, W
e T

h
e C

ou
rt: T

h
e E

u
ropean

 C
ou

rt of J
u

stice an
d

 th
e E

u
ropean

 E
con

om
ic C

on
stitu

tion, H
art 

P
ublishing, O

xford, 1998, pp.103-149; K
atuhiro S

hoji, op. cit., pp.151-172.

（
６
）	M

arkus M
östl, “P

reconditions and L
im

its of M
utual R

ecognition ”, C
om

m
on

 M
arket L

aw
 R

eview
, V

ol.47, N
o.2, 2010, 

pp.405-436 at 407, 435.

（
７
）	K

alypso N
icolaïdis, “T

rusting the P
oles? C

onstructing E
urope through M

utual R
ecognition, ” Jou

rn
al of E

u
ropean

 P
u

blic 

P
olicy, V

ol.14, N
o.5, pp.682-698 at 683, 684.

（
８
）	K

enneth A
. A

rm
strong, “M

utual R
ecognition ” in C

atherine B
arnard and Joanne S

cott 

（eds.

）, C
om

petence ” in C
atherine 

B
arnard and Joanne S

cott 

（eds.

）, T
h

e L
aw

 of th
e S

in
gle E

u
ropean

 M
arket U

n
packin

g th
e P

rem
ises, H

art P
ublishing, 

O
xford, 2002, pp.225-267.

（
９
）	C

ase 6/64 F
lam

in
io C

osta v. E
.N

.E
.L

. 

［1964

］ E
C

R
 585 at 593.



二
〇
八

（
10
）	

「
第
三
四
条
及
び
第
三
五
条
の
規
定
は
、
公
共
道
徳
、
公
の
秩
序
、
公
共
の
安
全
、
人
間
及
び
動
物
の
健
康
及
び
生
命
の
保
護
若
し
く
は
植
物

の
保
存
、
芸
術
的
、
歴
史
的
若
し
く
は
考
古
学
的
価
値
を
有
す
る
国
民
的
文
化
財
の
保
護
又
は
工
業
的
及
び
商
業
的
財
産
権
の
保
護
を
理
由
と
し
て

正
当
化
さ
れ
る
輸
入
、
輸
出
又
は
通
過
に
対
す
る
禁
止
又
は
制
限
を
妨
げ
る
も
の
で
は
な
い
。
た
だ
し
、
か
か
る
禁
止
又
は
制
限
は
加
盟
国
間
の
貿

易
に
お
け
る
恣
意
的
な
差
別
の
手
段
又
は
隠
蔽
さ
れ
た
制
限
と
な
っ
て
は
な
ら
な
い
。」

（
11
）	C

ase 120/78 R
ew

e-Z
en

trale A
G

 v. B
u

n
d

esm
on

opolverw
altu

n
g fü

r B
ran

n
tw

ein
 (C

assis d
e D

ijon
)

［1979

］E
C

R
 649, 

para. 8

に
よ
れ
ば
、「
問
題
と
な
っ
て
い
る
産
品
の
取
引
に
関
す
る
国
内
法
の
相
違
か
ら
生
じ
る
［
Ｅ
Ｕ
］
内
で
の
移
動
に
対
す
る
障
壁
は
、
そ
れ

ら
の
規
定
が
特
に
税
務
監
察
の
実
効
性
、
公
衆
衛
生
の
保
護
、
商
取
引
の
公
正
及
び
消
費
者
保
護
に
関
す
る
不
可
避
的
要
請
（m

andatory 

requirem
ents; des exigences im

peratives

）
を
充
た
す
た
め
に
必
要
と
認
め
ら
れ
う
る
限
り
に
お
い
て
、
受
け
容
れ
ら
れ
な
け
れ
ば
な
ら
な

い
。」

（
12
）	

加
盟
国
の
措
置
が
「
同
等
の
効
果
を
有
す
る
措
置
」
に
該
当
す
る
場
合
で
も
、
直
接
的
差
別
の
場
合
は
明
文
の
適
用
除
外
事
由
、
ま
た
、
そ
れ

以
外
の
場
合
に
は
明
文
の
適
用
除
外
事
由
ま
た
は
判
例
法
上
の
「
不
可
避
的
要
請
」
に
基
づ
い
て
正
当
化
さ
れ
、
か
つ
、
比
例
性
原
則
を
充
足
す
る

な
ら
ば
、
許
容
さ
れ
る
。
こ
の
点
に
つ
い
て
、
庄
司
克
宏
著
『
Ｅ
Ｕ
法　

政
策
篇
』
岩
波
書
店
、
二
〇
〇
三
年
、
一
八
─
二
一
頁
参
照
。

（
13
）	

庄
司
克
宏
「
欧
州
司
法
裁
判
所
と
Ｅ
Ｃ
法
の
直
接
効
果
─
理
論
的
再
検
討
」『
法
律
時
報
』
第
七
四
巻
四
号
、
二
〇
〇
二
年
（
一
四
─
二
〇
頁
）。

（
14
）	C

ase 106/77 A
m

m
in

istrazion
e d

elle F
in

an
ze d

ello S
tato v. S

im
m

en
th

al S
pA

 

［1978

］ E
C

R
 629, paras. 17-24.

（
15
）	C

ase 8/74 P
rocu

reu
r d

u
 R

oi v. B
en

oît an
d

 G
u

stave D
asson

ville 

［1974

］ E
C

R
 837, para. 5.

（
16
）	

ケ
ッ
ク
（K
eck

）
判
決
に
よ
り
、「
同
等
の
効
果
を
有
す
る
措
置
」
の
範
囲
か
ら
一
定
の
「
販
売
取
り
決
め
」
が
除
外
さ
れ
る
こ
と
に
よ
り
、

ダ
ッ
ソ
ン
ヴ
ィ
ル
基
準
が
修
正
さ
れ
た
。
す
な
わ
ち
、
販
売
取
り
決
め
は
、
第
一
に
当
該
国
内
措
置
が
国
内
領
域
内
で
活
動
す
る
す
べ
て
の
関
連
取

引
業
者
に
適
用
さ
れ
、
か
つ
、
第
二
に
当
該
国
内
措
置
が
国
産
品
お
よ
び
他
の
加
盟
国
か
ら
の
輸
入
品
の
取
引
に
法
に
お
い
て
も
事
実
に
お
い
て
も

同
様
に
影
響
を
及
ぼ
す
と
い
う
条
件
が
充
足
さ
れ
る
と
と
も
に
、
輸
入
品
の
市
場
ア
ク
セ
ス
を
妨
げ
、
ま
た
は
国
産
品
よ
り
も
ア
ク
セ
ス
を
損
な
う

よ
う
な
も
の
で
は
な
い
な
ら
ば
、「
同
等
の
効
果
を
有
す
る
措
置
」
と
し
て
補
捉
さ
れ
な
い
（C

ases C
‑267/91 and C

‑268/91 C
rim

in
al 

proceed
in

gs again
st B

ern
ard

 K
eck an

d
 D

an
iel M

ith
ou

ard
, op. cit., paras. 16, 17. C

ase C
-405/98 G

ou
rm

et In
tern

ation
al 



日
Ｅ
Ｕ
経
済
連
携
協
定
に
お
け
る
相
互
承
認
原
則
の
比
較
法
的
考
察
（
庄
司
）

二
〇
九

P
rod

u
cts 

［2001

］ E
C

R
 I‑1795, para. 18

）。

（
17
）	C

ase C
-142/05 M

ickelsson
 an

d
 R

oos, 

［2009

］ E
C

R
 I-4273, para. 24; C

-110/05 C
om

m
ission

 v. Italy (trailers) 

［2009

］ E
C

R
 

I-519, paras. 33-37.

（
18
）	A

lina T
ryfonidou, “F

urther S
teps on the R

oad to C
onvergence am

ong the M
arket F

reedom
s, ” E

u
ropean

 L
aw

 R
eview

, 

V
ol.35, N

o.1, 2010, p.47, 48.

（
19
）	

少
な
く
と
も
法
の
う
え
で
は
差
別
が
な
い
措
置
で
あ
り
、
無
差
別
お
よ
び
間
接
的
差
別
を
含
む
概
念
で
あ
る
。
庄
司
克
宏
著
、
前
掲
書
一
八
頁

参
照
。

（
20
）	

市
場
ア
ク
セ
ス
の
概
念
に
つ
い
て
は
判
例
上
明
確
で
な
い
。
こ
の
点
に
つ
き
、Jukka S

nell, “T
he N

otion of M
arket A

ccess: A
 

C
oncept or a S

logan? ”, C
om

m
on

 M
arket L

aw
 R

eview
, V

ol.47, N
o.2, pp.437-472

参
照
。

（
21
）	C

ase C
-110/05 C

om
m

ission
 v. Italy, op. cit., para. 34.

（
22
）	C

ase 120/78 R
ew

e-Z
en

trale A
G

 v. B
u

n
d

esm
on

opolverw
altu

n
g fü

r B
ran

n
tw

ein
 (C

assis d
e D

ijon
), op. cit., para. 14.

（
23
）	

庄
司
克
宏
「
Ｅ
Ｕ
域
内
市
場
政
策
─
相
互
承
認
と
規
制
権
限
の
配
分
」、
田
中
俊
郎
・
庄
司
克
宏
編
『
Ｅ
Ｕ
統
合
の
軌
跡
と
ベ
ク
ト
ル
』
慶
應

義
塾
大
学
出
版
会
、
二
〇
〇
六
年
所
収
（
一
一
一
─
一
三
七
頁
）
一
一
一
、
一
一
二
頁
。

（
24
）	

庄
司
克
宏
著
、
前
掲
書
二
〇
頁
。

（
25
）	

庄
司
克
宏
「
Ｅ
Ｕ
域
内
市
場
政
策
─
相
互
承
認
と
規
制
権
限
の
配
分
」
前
掲
、
一
一
九
─
一
二
一
頁
。

（
26
）	Jacques P
elkm

ans, “M
utual R

ecognition in goods. O
n P

rom
ises and D

isillusions, ” Jou
rn

al of E
u

ropean
 P

u
blic P

olicy, 

V
ol.14, N

o.5, pp.699-716 at 702.

（
27
）	M
atteo O

rtino, “T
he R

ole and F
unctioning of M

utual R
ecognition in the E

uropean M
arket of F

inancial S
ervices, ” 

In
tern

ation
al an

d
 C

om
parative L

aw
 Q

u
arterly, V

ol.56, Issue 2, 2007, pp.309-338 at 321-326.

（
28
）	Jacques P

elkm
ans, op. cit., p.702, 703.

（
29
）	

新
ア
プ
ロ
ー
チ
の
「
現
代
化
」
の
た
め
関
連
Ｅ
Ｕ
法
令
の
改
正
が
行
わ
れ
、「
新
立
法
枠
組
み
」（the N

ew
 L

egislative F
ram

ew
ork

）
に



二
一
〇

組
み
込
ま
れ
て
い
る
。
こ
れ
に
つ
い
て
は
稿
を
改
め
て
検
討
す
る
こ
と
と
し
た
い
。
な
お
、「
新
立
法
枠
組
み
」
の
詳
細
に
つ
い
て
は
、“N

ew
 

L
egislative F

ram
ew

ork for m
arketing of products ”

（http://ec.europa.eu/enterprise/policies/single-m
arket-goods/regulatory-

policies-com
m

on-rules-for-products/new
-legislative-fram

ew
ork/index_en.htm

）
参
照
。

（
30
）	
庄
司
克
宏
「
Ｅ
Ｕ
域
内
市
場
法
の
仕
組
み
」、
庄
司
克
宏
編
『
Ｅ
Ｕ
法　

実
務
篇
』
岩
波
書
店
、
二
〇
〇
八
年
所
収
（
一
─
二
一
頁
）
一
三
、

一
四
頁
。

（
31
）	

Ｅ
Ｕ
機
能
条
約
第
一
一
四
、
一
一
五
条
。
リ
ス
ボ
ン
条
約
に
よ
る
改
正
後
の
Ｅ
Ｕ
立
法
手
続
お
よ
び
特
定
多
数
決
に
つ
い
て
は
、
庄
司
克
宏

「
リ
ス
ボ
ン
条
約
（
Ｅ
Ｕ
）
の
概
要
と
評
価
」『
慶
應
法
学
』
第
一
〇
号
（
一
九
五
─
二
七
二
頁
）
二
二
二
─
二
二
五
、
二
三
一
─
二
四
〇
頁
参
照
。

（
32
）	P

roductivity C
om

m
ission, R

eview
 of M

u
tu

al R
ecogn

ition
 S

ch
em

es, A
ustralian G

overnm
ent, January 2009, p.10.

（
33
）	C

om
m

onw
ealth of A

ustralia C
onstitution A

ct.　

オ
ー
ス
ト
ラ
リ
ア
連
邦
憲
法
の
概
要
に
つ
い
て
、
山
田
邦
夫
「
オ
ー
ス
ト
ラ
リ
ア
の

憲
法
事
情
」『
諸
外
国
の
憲
法
事
情
３
』
国
立
国
会
図
書
館
調
査
及
び
立
法
考
査
局
、
二
〇
〇
三
年
、
八
五
─
一
三
四
頁
参
照
（http://w

w
w

.ndl.

go.jp/jp/data/publication/docum
ent/2003/2/20030206.pdf

）（
二
〇
一
〇
年
七
月
一
一
日
ア
ク
セ
ス
）。

（
34
）	

“O
n the im

position of uniform
 duties of custom

s, trade, com
m

erce, and intercourse am
ong the S

tates, w
hether by m

eans of 

internal carriage or ocean navigation, shall be absolutely free. ”

（
35
）	

［1988

］ H
C

A
 18; 

（1988

） 165 C
L

R
 360 

（2 M
ay 1988

）, available at http://w
w

w
.austlii.edu.au/au/cases/cth/high_

ct/165clr360.htm
l, accessed M

ay 26, 2010.

（
36
）	

Ibid., para. 26.

「
州
に
お
け
る
居
住
者
の
権
利
」
に
関
す
る
オ
ー
ス
ト
ラ
リ
ア
連
邦
憲
法
第
一
一
七
条
は
職
業
登
録
に
関
連
す
る
規
定
で
あ

る
が
、
最
高
裁
判
所
は
同
規
定
に
つ
い
て
も
（
憲
法
上
の
基
本
的
権
利
と
し
て
保
護
さ
れ
る
と
し
つ
つ
も
）
差
別
を
禁
止
す
る
も
の
と
解
釈
し
て
い

る
（S

treet v. Q
u

een
slan

d
 B

ar A
ssociation 

［1989

］ H
C

A
 53; 

（1989

） 168 C
L

R
 461 

（16 N
ovem

ber 1989

）, available at http://

w
w

w
.w

orldlii.org/au/cases/cth/high_ct/168clr461.htm
l, accessed M

ay 31, 2010

）.

（
37
）	P

roductivity C
om

m
ission, op. cit., p.9. 

「
物
品
及
び
サ
ー
ビ
ス
の
移
動
に
対
す
る
障
壁
の
例
と
し
て
、
製
造
者
が
異
な
る
州
で
販
売
さ
れ

る
物
品
に
異
な
る
包
装
を
使
用
す
る
よ
う
要
求
す
る
こ
と
、
ま
た
、
専
門
職
従
事
者
及
び
貿
易
業
者
が
自
分
の
州
の
外
で
働
こ
う
と
す
る
場
合
に
免



日
Ｅ
Ｕ
経
済
連
携
協
定
に
お
け
る
相
互
承
認
原
則
の
比
較
法
的
考
察
（
庄
司
）

二
一
一

許
を
取
得
す
る
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要
が
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る
こ
と
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げ
ら
れ
る
」（Ibid., p.10

）。

（
38
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greem
ent betw

een the C
om

m
onw

ealth of A
ustralia, the S

tate of N
ew

 S
outh W

ales, the S
tate of V

ictoria, the S
tate of 

Q
ueensland, the S

tate of W
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ustralia, the S
tate of S
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ustralia, the S

tate of T
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ania, the A
ustralian C

apital 

T
erritory and the N

orthern T
erritory of A

ustralia relating to M
utual R

ecognition.

（
39
）	

T
h

e M
u

tu
al R

ecogn
ition

 A
ct 1992, available at http://w

w
w

.austlii.edu.au/au/legis/cth/consol_act/m
ra1992221/, accessed 
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ay 26, 2010.

（
40
）	C

ouncil of A
ustralian G

overnm
ents 

（C
O

A
G

）, “M
utual R

ecognition A
greem

ent, ” available at http://w
w

w
.coag.gov.au/

m
utual_recognition/m

utual_recog_agreem
ent.cfm

, accessed M
ay 26, 2010.

（
41
）	G

ary P
. S

am
pson, “T

he C
loser E

conom
ic R

elations A
greem

ent betw
een A

ustralia and N
ew
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ealand ” in G

ary P
. S

am
pson 

and S
tephen W

oolcock 

（eds.
）, R

egion
alism

, M
u

ltilin
gu

alism
 an

d
 E
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om

ic In
tegration

: T
h

e R
ecen

t E
xperien

ce, U
nited 

N
ations U

niversity P
ress, T

okyo, 2003, pp.202-205.

（
42
）	Q

uentin H
ay, “T

rans-T
asm

an M
utual R

ecognition: N
ew

 D
im

ension in A
ustralia-N

ew
 Z

ealand L
egal R

elations, ” 

In
tern

ation
al T

rad
e L

aw
 an

d
 R

egu
lation, 1997, 3

（1

）, pp.6-13 at 10; P
roductivity C

om
m

ission, op. cit., p.11.

（
43
）	

P
rotocol on

 T
rad

e in
 S

ervices to th
e A

u
stralia N

ew
 Z

ealan
d

 C
loser E

con
om

ic R
elation

s-T
rad

e A
greem

en
t, 18 A

ugust 

1988, available at http://w
w

w
.dfat.gov.au/geo/new

_zealand/anz_cer/anz_cer.htm
l, accessed M

ay 31, 2010.

（
44
）	P

roductivity C
om

m
ission, op. cit., p.11.

（
45
）	C

ouncil of A
ustralian G

overnm
ents 

（C
O

A
G

）, “M
utual R

ecognition A
greem

ent, ” op. cit.

（
46
）	

正
式
名
称
は“A

rrangem
ent betw

een the A
ustralian P

arties and N
ew

 Z
ealand R

elating to T
rans-T

asm
an M

utual R
ecognition ”

で
あ
る
。
こ
れ
に
つ
い
て
、Users G

uide to the M
utual R

ecognition A
greem

ent and T
rans-T

asm
an M

utual R
ecognition A

rran
gem

ent, 

2006

が
オ
ー
ス
ト
ラ
リ
ア
連
邦
政
府
よ
り
刊
行
さ
れ
て
い
る
（available at http://w

w
w

.coag.gov.au/m
utual_recognition/docs/m

utual_

recognition_users%
27_G

uide.pdf, accessed M
ay 31, 2010

）。
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（
47
）	P

roductivity C
om

m
ission, op. cit., p.11.

（
48
）	C

ouncil of A
ustralian G

overnm
ents 

（C
O

A
G

）, “T
rans-T

asm
an M

utual R
ecognition A

rrangem
ent, ” available at http://w

w
w

.

coag.gov.au/m
utual_recognition/tt_m

utual_recog_agreem
ent.cfm

, accessed M
ay 31, 2010. 

条
約
の
形
式
避
け
た
理
由
は
、
第
一
に
柔

軟
性
を
最
大
限
確
保
す
る
こ
と
、
第
二
に
オ
ー
ス
ト
ラ
リ
ア
の
Ｍ
Ｒ
Ａ
に
対
す
る
不
利
な
影
響
を
最
小
化
す
る
こ
と
、
第
三
に
オ
ー
ス
ト
ラ
リ
ア
の

各
州
・
準
州
が
積
極
的
に
Ｔ
Ｔ
Ｍ
Ｒ
Ａ
に
参
加
で
き
る
よ
う
に
す
る
こ
と
、
第
四
に
オ
ー
ス
ト
ラ
リ
ア
連
邦
政
府
が
同
国
憲
法
の
対
外
的
権
限
を
通

じ
て
条
約
の
主
題
領
域
で
権
限
を
拡
大
す
る
の
を
防
ぐ
こ
と
、
に
あ
っ
た
と
さ
れ
る
（Q

uentin H
ay, op. cit., p.11

）。

（
49
）	C

ouncil of A
ustralian G

overnm
ents 

（C
O

A
G

）, “T
rans-T

asm
an M

utual R
ecognition A

rrangem
ent, ” op. cit. 

オ
ー
ス
ト
ラ
リ
ア

の
各
州
・
準
州
は
そ
の
後
、
連
邦
法
を
採
択
す
る
か
ま
た
は
ト
ラ
ン
ス
・
タ
ス
マ
ン
相
互
承
認
法
を
施
行
す
る
権
限
を
連
邦
に
付
託
す
る
立
法
を
制

定
し
た
（P

roductivity C
om

m
ission, op. cit., p.12.

）。

（
50
）	P

roductivity C
om

m
ission, op. cit., p.11, 12.

（
51
）	T

he T
rans-T

asm
an M

utual R
ecognition A

ct 1997 

（C
w

lth

） and the T
rans-T

asm
an M

utual R
ecognition A

ct 1997 

（N
Z

）, 

available at http://w
w

w
.austlii.edu.au/au/legis/cth/consol_act/tm

ra1997350/, and, http://w
w

w
.legislation.govt.nz/act/

public/1997/0060/latest/D
L

M
410793.htm

l?search=ts_act_trans-tasm
an+m

utual_resel&
sr=1, accessed M

ay 31, 2010.

（
52
）	

閣
僚
評
議
会
が
オ
ー
ス
ト
ラ
リ
ア
の
Ｍ
Ｒ
Ａ
の
施
行
か
ら
生
じ
る
物
品
の
基
準
を
検
討
す
る
理
由
を
有
す
る
場
合
、
閣
僚
評
議
会
議
長
は
当
該

問
題
が
Ｔ
Ｔ
Ｍ
Ｒ
Ａ
の
中
で
解
決
さ
れ
る
べ
き
か
否
か
に
関
し
て
ニ
ュ
ー
ジ
ー
ラ
ン
ド
の
閣
僚
と
事
前
に
協
議
す
る
こ
と
に
な
っ
て
い
る
（6.6, 

T
T

M
R

A

）。

（
53
）	T

he A
greem

ent betw
een the G

overnm
ent of A

ustralia and the G
overnm

ent of N
ew

 Z
ealand in relation to M

utual 

R
ecognition of S

ecurities O
fferings 

（M
R

S
O

）.

（
54
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he A
greem

ent betw
een the G

overnm
ent of A

ustralia and the G
overnm

ent of N
ew

 Z
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rans-T
asm

an C
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P
roceedings and R

egulatory E
nforcem

ent 

（P
R

E
T

）.

（
55
）	P

roductivity C
om

m
ission, op. cit., pp.247-253.
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（
56
）	T

he P
rim

e M
inisters of A

ustralia, the P
rem

iers of the A
ustralian S

tates and C
hief M

inisters of the A
ustralian C

apital 

T
erritory and the N

orthern T
erritory.

（
57
）	
二
〇
一
〇
年
三
月
九
日
、
オ
ー
ス
ト
ラ
リ
ア
連
邦
政
府
の
首
相
内
閣
府
に
お
け
る
Ｃ
Ｏ
Ａ
Ｇ
課
のR

on P
erry

氏
へ
の
面
接
調
査
。

（
58
）	Q

uentin H
ay, op. cit., p.10.

（
59
）	

物
品
と
は
、「
い
か
な
る
種
類
の
物
品
を
も
意
味
し
、
⑴
動
植
物
、
⑵
微
生
物
に
由
来
す
る
物
質
、
⑶
物
品
を
包
む
包
装
、
⑷
物
品
に
添
付
さ

れ
る
ラ
ベ
ル
を
含
む
」（P

artⅡ

（a

）, T
T

M
R

A

）。

（
60
）	

Ｔ
Ｔ
Ｍ
Ｒ
Ａ
は
締
約
当
事
者
の
領
域
か
ら
の
物
の
輸
出
を
禁
止
ま
た
は
制
限
す
る
国
内
法
令
の
施
行
に
影
響
を
与
え
る
も
の
で
は
な
い

（4.1.4, T
T

M
R

A

）。
他
方
、
Ｅ
Ｕ
域
内
市
場
で
は
（
輸
入
の
場
合
に
加
え
て
）
輸
出
に
対
す
る
数
量
制
限
と
「
同
等
の
効
果
を
有
す
る
措
置
」
も

禁
止
さ
れ
る
（A

rticle 35 T
F

E
U

, ex A
rticle 29 T

E
C

）。

（
61
）	

規
則
と
は
「
事
業
又
は
人
に
義
務
的
要
件
を
課
す
法
的
に
遵
守
確
保
可
能
な
、
広
範
囲
の
文
書
」
を
意
味
す
る
（P

artⅡ

（a

）, T
T

M
R

A

）。

（
62
）	P

roductivity C
om

m
ission, op. cit., pp.198-200.

（
63
）	

こ
の
語
は
Ｔ
Ｔ
Ｍ
Ｒ
Ａ
で
使
用
さ
れ
て
い
る
表
現
で
は
な
い
。P

roductivity C
om

m
ission, op. cit., pp.192-198

参
照
。

（
64
）	S

chedule 2 in T
T

M
R

A
.

（
65
）	S

chedule 3 in T
T

M
R

A
. 

当
事
者
の
少
な
く
と
も
三
分
の
二
の
多
数
が
あ
れ
ば
、
相
互
承
認
ま
た
は
調
和
が
適
用
さ
れ
る
（9.2.2, 

T
T

M
R

A

）。

（
66
）	P

roductivity C
om

m
ission, op. cit., p.22.

（
67
）	

Ibid
.

（
68
）	K

atuhiro S
hoji, op. cit., p.169.

（
69
）	

司
法
的
相
互
承
認
の
費
用
対
効
果
に
つ
い
て
は
、Jacques P

elkm
ans, op. cit., pp.699-716

参
照
。

（
70
）	

し
か
し
、
第
三
国
が
Ｅ
Ｕ
の
「
垂
直
的
」
相
互
承
認
を
受
け
容
れ
る
場
合
の
よ
う
に
、「
移
植
」
が
可
能
な
こ
と
も
あ
る
。
た
と
え
ば
、
Ｅ
Ｕ

と
ト
ル
コ
の
間
の
関
税
同
盟
に
基
づ
き
Ｅ
Ｕ
に
お
け
る
司
法
的
相
互
承
認
が
ト
ル
コ
産
品
に
も
適
用
さ
れ
る
。
こ
の
点
に
つ
き
、S

teve P
eers, 
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四

“L
iving in S

in: L
egal Integration under the E

C
-T

urkey C
ustom

s U
nion ”, E

u
ropean

 Jou
rn

al of In
tern

ation
al L

aw
, V

ol.7, 

N
o.3, 1996, pp.411-430 at 414

参
照
。

（
71
）	P

atrick A
. M

esserlin, “T
he E

uropean U
nion single m

arket in goods: betw
een m

utual recognition and harm
onization ”, 

A
u

stralian
 Jou

rn
al of In

tern
ation

al A
ffairs, V

ol.65, N
o.4, 2011, pp.410-435 at 427, 429.

（
72
）	

し
か
し
、
た
と
え
ば
経
済
活
動
従
事
者
が
物
品
の
販
売
に
関
わ
る
罪
で
起
訴
さ
れ
る
場
合
、
同
人
は
国
内
裁
判
所
に
お
い
て
相
互
承
認
を
デ
ィ

フ
ェ
ン
ス
と
し
て
使
用
す
る
こ
と
が
可
能
で
あ
る
。
な
お
、
職
業
の
場
合
、
経
済
活
動
従
事
者
に
対
す
る
規
制
当
局
の
決
定
を
審
査
す
る
た
め
、

「
上
訴
裁
判
所
」（an A

ppeals T
ribunal

）
が
設
置
さ
れ
て
い
る
（5.7.1-5.8.3, T

T
M

R
A

）。
ニ
ュ
ー
ジ
ー
ラ
ン
ド
の
場
合
、「
ト
ラ
ン
ス
・
タ
ス

マ
ン
職
業
裁
判
所
」（the T

rans-T
asm

an O
ccupation T

ribunal

）
と
呼
ば
れ
る
。

（
73
）	M

iguel P
. M

aduro, op. cit., pp.169-174.


